
平
成
二
十
九
年
五
月
十
二
日
受
領

答

弁

第

二

六

五

号

内
閣
衆
質
一
九
三
第
二
六
五
号

平
成
二
十
九
年
五
月
十
二
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
逢
坂
誠
二
君
提
出
森
友
学
園
に
係
る
行
政
文
書
の
保
存
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
逢
坂
誠
二
君
提
出
森
友
学
園
に
係
る
行
政
文
書
の
保
存
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
七
ま
で
に
つ
い
て

契
約
に
お
け
る
事
案
の
終
了
の
判
断
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
九
年
四
月
二
十
五
日
参
議
院
財
政
金
融
委
員
会
に
お
い
て
、

会
計
検
査
院
の
説
明
員
は
、「
各
ケ
ー
ス
ご
と
に
よ
っ
て
終
了
し
て
い
る
か
ど
う
か
の
判
断
が
あ
ろ
う
か
と
思
い
ま
す
の
で
、

一
概
に
申
し
上
げ
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
」
と
し
つ
つ
、
「
一
般
論
で
申
し
上
げ
ま
す
と
、
支
払
が
完
了

し
て
い
な
い
ケ
ー
ス
に
つ
き
ま
し
て
は
、
事
案
自
体
は
完
全
に
終
了
し
た
と
い
う
ふ
う
に
認
め
る
こ
と
は
な
か
な
か
難
し
い

と
思
っ
て
お
り
ま
す
」
と
の
答
弁
を
行
っ
た
も
の
で
あ
り
、
平
成
二
十
八
年
六
月
二
十
日
の
国
か
ら
学
校
法
人
森
友
学
園
へ

の
大
阪
府
豊
中
市
野
田
町
千
五
百
一
番
所
在
の
土
地
の
譲
渡
（
以
下
「
本
件
土
地
処
分
」
と
い
う
。
）
に
関
し
て
述
べ
た
も

の
で
は
な
い
と
承
知
し
て
い
る
。

お
尋
ね
の
「
国
の
保
有
す
る
不
動
産
等
の
売
買
契
約
に
至
る
経
緯
に
つ
い
て
の
記
録
し
た
メ
モ
、
面
会
記
録
」
の
意
味
す

る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
た
め
、
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
本
件
土
地
処
分
に
お
け
る
個
別
の

面
会
の
記
録
（
以
下
「
個
別
の
面
会
記
録
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
財
務
省
に
お
い
て
組
織
的
に
用
い
る
も
の
と
し
て

保
有
さ
れ
て
い
た
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
六
十
六
号
）
第
二

一



条
第
四
項
に
規
定
す
る
行
政
文
書
に
該
当
し
、
最
終
的
に
は
本
件
土
地
処
分
に
係
る
売
買
契
約
書
の
形
で
集
約
さ
れ
て
い
く

こ
と
か
ら
、
財
務
省
行
政
文
書
管
理
規
則
（
平
成
二
十
三
年
財
務
省
訓
令
第
十
号
）
等
の
規
定
に
基
づ
き
保
存
期
間
は
一
年

未
満
で
、
保
存
期
間
満
了
日
は
事
案
終
了
ま
で
と
し
て
お
り
、
平
成
二
十
八
年
六
月
の
売
買
契
約
締
結
を
も
っ
て
、
事
案
終

了
と
判
断
し
て
い
る
。
ま
た
、
本
件
土
地
処
分
に
お
い
て
は
、
延
納
代
金
に
係
る
債
権
を
保
全
す
る
た
め
、
確
実
な
担
保
と

し
て
売
払
い
し
た
土
地
に
順
位
第
一
番
の
抵
当
権
を
設
定
す
る
と
と
も
に
、
必
要
な
調
査
又
は
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
旨
等
の
条
項
を
当
該
売
買
契
約
書
に
規
定
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

御
指
摘
の
会
計
検
査
院
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
七
十
三
号
）
第
二
十
四
条
に
お
い
て
、
会
計
検
査
院
の
検
査
を
受
け

る
も
の
は
、
会
計
検
査
院
の
定
め
る
計
算
証
明
の
規
程
に
よ
り
、
常
時
に
、
計
算
書
及
び
証
拠
書
類
を
、
会
計
検
査
院
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
お
り
、
計
算
証
明
規
則
（
昭
和
二
十
七
年
会
計
検
査
院
規
則
第
三
号
）
第
十
六
条
に
お

い
て
、
歳
入
徴
収
額
計
算
書
の
証
拠
書
類
は
、
徴
収
決
定
の
内
容
を
明
ら
か
に
し
た
決
議
書
の
類
や
契
約
書
等
と
さ
れ
て
お

り
、
個
別
の
面
会
記
録
に
つ
い
て
は
当
該
証
拠
書
類
に
は
該
当
し
な
い
。
財
務
省
は
、
こ
れ
ま
で
も
会
計
検
査
院
の
検
査
に

お
い
て
は
計
算
証
明
規
則
に
規
定
す
る
様
々
な
関
係
書
類
を
提
出
し
、
必
要
な
説
明
を
し
て
き
て
い
る
上
、
本
件
土
地
処
分

に
お
い
て
は
、
財
務
省
行
政
文
書
管
理
規
則
に
基
づ
き
、
売
払
決
議
書
に
つ
い
て
、
保
存
期
間
は
三
十
年
と
し
て
い
る
と
こ

二



ろ
で
あ
り
、
「
十
分
な
資
料
を
提
供
で
き
な
い
」
と
の
御
指
摘
や
、
「
「
会
計
経
理
の
裏
付
け
と
な
る
関
係
書
類
」
や
メ
モ

を
廃
棄
し
た
財
務
省
の
行
為
は
不
適
切
で
は
な
い
か
」
と
の
御
指
摘
は
、
当
た
ら
な
い
。

三


